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最近「世界恐慌J再来の可能性に関する論議が活発に

なり,多 くの経済専門誌がこのテーマで特集を組んだり

特集号を発行したりしている。そこでの論者の意見や展

望はまちまちであるが,特徴を一つだけあげれば,世界

経済の先行きに対する警戒論,悲観論が公然と表明され

るようになったことである。少なくとも,ひ と頃のよう

なビル トインスタビライザーヘの全幅の信頼にもとづく

「不況免疫 1説あるいはこれに類似する議論が,ま った

くといっていいほど影をひそめてしまったことは否定で

きない。だがこれはきわめて当然のことであって,そ れ

ほど現時点での世界経済には,混舌Lや危機の到来を予測

させるさまさまのファクターが累積されつつあることを

反映するものといえる。紙数の都合上 1920年 代末との比

較で現在の事態を分析することはできないが,こ くラフ

な形で問題点を指摘すれば次のとおりとなる。

第一は,「恐慌」の一般的原因として誰もが思い浮か

べる厖大な過乗1設備 (生産あるいは供給能力)の存在で

ある。世界的な過剰能力の形成は,乗用車,電気機器を

はじめとする在来のリーディングセクターから,先端技

術 (ハ イテク)諸部門への重心の移行という,産業構造

の転換をともないつつ発生 しているところに大きな特徴

がある。このことは「国際化Jの進展に加えて,70年代

末以降の経済活動の「IE.民間化Jの発展によって,主要

諸l■ の巨大 (多 F■l籍)企業がL界市場における制覇をめ

さして設備能力を際限なく拡張した結果たとみることが

できる。

第二には,50年代,60年代の高度成長期に主要諸国に

蓄積された厖大な過剰資本が,自 己増殖の場を求めて ,

世界じゅうを徘イ回していることがあげられる。この過乗」

資本は70年代から80年代初めには,新興工業諸国 (NI
Cs)への過剰貸付となってこれら諸国の債務を累積さ

せたが,82年のメキシコのデフォール ト宣言以来,お、た

たび工業諸国に還流して,金融,実物双方の資産に投 ド

され,世界経済の混乱を予測させる有力なファクターの

世界「恐慌」 と世界 システム

野  村  昭  夫  (東京経済大学)

一つになっている。とくに現時点では,こ の過剰資本の

大きな部分がアメリカに集中し,ア メリカの債務国家ヘ

の転落をもたらしている。

こうしてアメリカは,3、 たたび世界
「
恐慌Jの震源地

になろうとしている。問題はアメリカがこのような危険

を予知せず,「双子の赤字 1の解消に真剣に取り組もう

とする熱意をほとんど見せていないところにある。とく

にアメリカの債務国への転落は,貿易収支の改善を上回

る利子支払いの増加をつうじて経常収支赤字,ひいては

国際収支のいっそうの悪化をもたらし, ドル暴落,世界

経済の大混乱へとつながっていく危険を秘めている。こ

のような危険を未然に防ぐためには,軍事支出の削減を

はじめとする思い切った緊縮政策の採用が必須だが,そ

れは一方ではlll界的不況の到来を早めるというジレンマ

に陥ることを意味する。Pax Americana の崩壊後 ,

次の世界システムを形成するためのレジームがまだ十分

に確立されていないことが,現時点での世界経済の混迷

に影を落しているといえよう。

第三にもっとも重要なのは,以上のような情勢から考

えて,N ICsも 含む発展途上諸国への適切で組織的な

資金供与がなにものにもまして必要とされることである。

1929年 恐慌の教訓に挨つまでもなく,発展途 L諸国の経

済開発の停滞が,世界経済の混乱を倍加する結果をもた

らすであろうことはいうまでもない。こうした事態を1司

避するためには,工業諸国の政府,民間双方のレベルに

おける多様な形態での,し かも途上諸国,諸地域のニー

ズに応えうる資金の供与が大きな役割を果たすと思われ

る。アメリカの I双子の赤字Jの解消といい,途 上諸国

への新たな構想にもとづく資金供与といい,と もにいわ

ゆる「国際協調 Jの試金石であり,こ れをつうじて新し

いレジームの確立過程が進行する/3‐ らば,世界「恐慌劃

の再来も十分に防止しうると考えていいのではないたろ

うか。
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秋季研究大会共通論題趣旨

共通論題 :日 中戦争 50年 0日 中国交 15年

本年は1937年 の「七七J薦溝橋事件から50周年であり,

1972年の日中国交正常化から15周年である。いうまでも

なく慮溝橋事件は日本の中国侵略戦争の象徴であり,国

交正常化は通常の国家関係の開始の象徴である。そして

現在通常の国家関係を指向しつつもなお従来の特殊な問

題が両国関係に大きな影響力を及ぼしている。

第一に日本の中国侵略の罪責は,最終的に清算されて

いない。現実的には中国の対日賠償金請求権放棄問題が ,

一定の政治的意義を持ち続けている。第二に中国は統一

国家として未完成である。とくに台湾問題の存在が,中

国の国内 。国外問題で大きな意味を持っている。第二に

中国が少なくとも言葉の上では「革命 を求める現状打

破の国家であるという性格は変っていない。それは発展

途上国という中国の自意識にも大きく関係 している。 し

かしFnl時 に,日 中経済関係はジグザグの中にも発展 し続

け,台湾は不安定感の中にも一定の地歩を固め,中国の

「革命外交 |は通常の国民国家の外交にとって代られつ

つある。そこで今後の日中関係をどのように科学的に判

断するか,それが本大会の第一のテーマである。基本は

「実事求是Jである。また「実事求是Jの接近方法は ,

「七七 l薗溝橋事件の研究にもあてはまる。最近の中国

では日本の外交文書を読破 して日本外交の性格を分析す

る様々な試みが発表されつつある。また蒋介石や国民政

府の役害1に ついても再評価の萌しが見られる。ここで日

中戦争を再検討する気運が生じつつある。この日中双方

の比較研究が,本大会の第二のテーマである。協調を高

唱しつつも絶えず対立の契機をはらんできた日中関係を

綜合的に検討 し,真の協調の可能性を求めたい。

研 究 分科 会 の 近 況

日本外交史研究分科会

大 畑 篤四郎 (早稲田大学)

本レター第37号に掲載された研究会につづき,本分科

会では次のような研究会を開催 している。

(1986年 )

9月 20日  鈴木晟 (国士館大学)「 日中戦争期における

日本の対米経済依存とアメリカの対日経済措置J

(198711)

4月 4日 神山晃令 (外務省外交史料館)「 日本の国際

連盟脱退と委任統治 |

5月 24日  佐藤元英 (同上)「昭和 2年東方会議に関す

る外務省記録J(本研究会は本学会春季研究大会の

なかで研究分科会として開催された。)

国際政治経済分科会

(―橋大学)

(筑波大学)

1 分科会の責任者が,山本から佐藤へ交替いたします

のでよろしくお願いいたします。

2 この機会に分科会の新 しい名簿を作りたいと思いま

す。分科会の会合等について連絡を希望される方は ,

佐藤あてに葉書で,あ るいは10月 の研究大会の時に直

接申し込んで下さい。その際,関心をお持ちのテーマ

を簡単に書き添えて下さい (10月 末日を一応の締め切

りとして名簿を作ります)。

安 全保 障 分科 会

満

夫英

本

藤

山

佐

編集委員会だより

編集主任 木  戸   翡

前号に第90号「転換期の核llp止 と軍備管理J(編集委

員は阪中友久会員)の原稿募集要領を掲載しましたが ,

それに続く号は,第 91号「日中戦争から日英米戦争へJ

(1988年 12月 締切,波多野澄雄会員),第92号「朝鮮半島

の国際問題」(1989年 3月 締切,小此木政夫会員)と 決

まりましたので,御関心をお持ちの方は編集委員にご連

絡下さい。なお,特集題目はいずれも仮のものです。

山 本  武  彦 (国立国会図書館)

春季大会の際には,平間洋一会員 (防衛研究所)か ら

|1司盟関係の信頼度評価に関する一考察― ―[J米 関係を

軸としてJと題した報告をいただき,阪中友久会員 (青

山学院大学)に よるコメントの後に参加者との間で活発

な討論をおこなった。

秋季大会までに1～ 2度研究会をもちたいと思ってお

ります。報告御希望の会員は下記までご連絡下さい。

山本武彦
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名古屋国際政治史研究会

ネ冨 田 茂 夫 (名古屋大学)

当研究会が昨年来受けた報告は以下の通 りです。 (な

お毎回の報告要旨を月一回発行の『ぴじょん』に掲載)

第69回 (1986年 9月 24日 )ド イツ戦後史の諸問題 (義井

博 :名古屋市立大)

第70回 (10月 22日 )ア メ リカの夢 ―ウィルソンの場合―

(草 間秀三郎 :愛知県立大 )

第71回 (11月 19日 )プ リンス トン大学 。国際問題研究所

の研究動向 (肥田進 :名城大学 )

第72回 (12月 10日 )1986年国際政治の回顧と展望 (柳 沢

英二郎 :愛知大学)

第73回 (1987年 1月 28日 )バ ングラデシューー 日本関係

:過去の協力,将来の展望 ;比較研究 (ア ルタフ

・ ホセイン :名大大学院)

第74回 (2月 25日 )N S C68と インドシナ革命 (加藤正

男 :愛知大学国際問題研究所 )

第75回 (4月 22日 )ウ ィルソン研究の比較論―世界政治

論との関連で― (草間秀二郎 :愛知県立大)

第76回 (5月 27日 )信夫清三郎著『江戸時代』 (1987年 ,

新地書房)合評会 (山 田公平 :名古屋人 )

第77回 (6月 17日 )松下洋著『ペロニズム・権威主義と

従属』 (1987年 ,有信堂)合評会 (二村久則 :聖

霊短大)

第78回 (7月 15日  INF問 題について (杉江栄― :中

京大)

隣接学会開催予定

日本政治学会  10月 3日 (土)4日 (日 )日 本大学会館

共通論題 A:日 本の投票行動

B:大正期における民主主義と自由主

義の思想形成

国際法学会   10月 17日 (土 )18日 (日 )同志社大学

共通論題 国際裁判の現状と課題

アジア政経学会 11月 14日 (土 )15日 (日 )九州大学

共通論題 ポストベトナムのアジア (仮題)

日本平和学会  11月 7日 (土)8日 (目 )早稲田大学

共通論題 戦争体験から軍縮と開発協カヘ

ー 平和の給1造 をめざして一 (仮Э

研究機関・ 研究プロジェク ト・

国際集会紹介

国際組織の将来

―― ジェネーヴ大学高等国際問題研究所創設

60周年記念 ラウンド・ テーブルの報告一―

植 日]隆  子 (成瞑大学法学部。ジュネー

ヴ大学高等国際問題研究所

客員研究員 )

「ユネスコの危機J,「国連の危機Jな ど国際組織の

「危機Jが語 られて久 しい。筆者が 1985年 9月 より客員

研究員を勤めるジュネーヴ大学高等国際問題研究所 (所

長・国際法担当カフリッシュC aflisch教授)では,創

設60周年記念行事の一つとして,6月 12日 に「国際組織

の1子来」をめくり,著名な国際法 。国際機構論の研究者

および実務家によるラウンド・ テーブルを開催 した。演

壇に|ま プリンス トン大学から同研究所に移られたゴーデ

ンカーGOrdenker教 授 (司会),ダ ンケル Dunkel

GATT事 務局長 ,ス ュイSuy前国連欧州本部事務局長 ,

アビ・ サーブ Abi‐ Saab同 研究所教授 ,ガ ー ドナー

Gardnerコ ロンビア大学ロー・ スクール教授 らが並ん

だ。フロアには今春着任 したばかりのマルテンソンMar"

tenSOn l■ l連欧州本部事務局長 ,各国の在ジュネ ー ヴ

国際機関政府代表部高官 ,各国際機関職員 ,専門家 らが

詰め,基調報告に続き,英 。仏語で活発な質疑応答が 二

時間余にわたり行なわれた。ここでは,政府間国際組織

の問題が扱かわれ,議論は多岐に及んだが, 1国 際組織

の将来」の根幹にかかわる問題に絞ってこのラウンド・

テーブルを紹介 したい。

全報告者は基調報告においても質疑応答においても,

国際組織に対する批判を踏まえながらも,国際連盟創設

以来 ,国際組織が果たしてきた役割 ,そ してその将来に

ついて肯定的 。楽観的な議論をなした。たとえば,ガー

ドナー教授は,相互依存の時代にあって国際組織は一国

あるいは二日間 レベルでは解決できない問題に対処 して

いるとし,国際平和維持における国連 ,国際経済問題を

めぐるGATT,ソ 連の原発事故をめぐる IAEA,AI

DS対策におけるWHO,麻 薬取締 りに関する INCB,

難民をめぐるUNHCR等 の活動を列挙 した。 教授は ,

国際組織自体に根本的な「落度Jは なく,問題は加盟各

国 ,根源的には各々が国益を追求する 1国 民F■
j家体系J

にあり,ゆえに各国が短期的な「国益Jに固執 して国際

共同体内の多数国間協力における責任を果たしていない

-3-



点にあるとの指摘をなした。この点についてアビ・サー

ブ教授は,国家は国際社会の構造転換に適応することを

欲さず,ま た「最適の解決Jに向けて動いていない,と

した。

スュイ前事務局長は,国際組織を通じたマルチの外交

はバイの外交に比して目に見える成果が出にくく,各国

もこれに力を入れにくい状況にあることを多数国間協力

が困難である理由の一つとして挙げた。他方,ダ ンケル

事務局長は,6月 のブェネツィア・サミットの例を引き,

たとえば10年前は完全に「国益Jの観点のみから考えら

れていた各国の農業政策について,こ れに対する保護を

弱め,「国際的な利益Jを受け入れることが唱えられて

いると指摘した。国内世論という問題はあるにせよ,対

外投資,サ ービス,エ ネルギー,通信等の分野もこのよ

うな文脈で扱われるようになってきており,各国の主権

の制限にかかわる決定が行なわれており,日 々,小さな

前進が積み重ねられていると評価をなした。ダンケル事

務局長は,今 日の国際組織では経済・財政問題に重点が

あるが,こ の分野での良好な国際協力は国際平和 。人権

保障の前提条件であると述べた。

国連 。国連諸機関の改革をめぐっては,「有用性J「効

率Jが重視されるべきだという意見が多く出された。ガ

ードナー教授は,加盟国数から国連は「主権の爆発J状

態にあり,分担金問題とのからみで,た とえば,予算に

ついては大国 。中級国家から成る小委員会の決定を尊重

するというような「選択的代表制Jを導入する方法など

を提言した。スュイ前事務局長は,国連自体は安保理と

ともに政治詞議やdё bat politiqueの フォーラム とし

て活動し,よ り有用な協力に向けて専門機関を再編成す

ることが考えられるとした。アビ・サーブ教授は,そ も

そもlTI際 組織は国際共同体の普遍的な基準・価値設定の

ためのフォーラムとしての機能を果たすべきであること

を強調した。

本来は,国際組織の機能の根幹をなすべきはずであっ

た安全保障,平和維持については,ア ビ・サーブ教授は ,

ltl連 は使える手段を与えられないまま批判されていると

の指摘をなした。ラウンド・テーブルでは直接言及され

なかったが,こ の開催地ジュネーヴでは,別機関ではあ

るが国連と密接な関係にある40カ 国間の「軍縮会議C DJ

において軍縮問題について審議,交渉が続けられている。

このような地味な努力により,最 も成果が出にくいと言

われる軍縮の分野においても相互理解は増進され,軍縮

のためのフレームヮークが設定され,長期的には各国の

政策に逆に影響を及ぼしてゆくことが期待されよう。

Information

国際シンポジウム「地域研究と社会諸科学」
開催について

Area Studies and Socia]Scienccs

日 時 : 11月 10日 (火 )～ 12日 (木 )

会 場 : 東 京 外 国 語 大 学

当国際 シンポ ジウムには ,外国 人ゲス トとして文化人

類学者の ET.ホ ール夫妻 (ノ ー スウエ スタ ン大 名誉教

授),政治学のチ ャルマーズ・ ジョンソン夫妻 (カ リフォ

ルニア大 ),イ ン ドネ シア研究の ジョン・ レ ング教授 (モ

ナ ッシュ大名誉教授),政 治学の JAA.ス }ッ クウィン

教授 (オ ックスフォー ド大),日 本学の今 日坤教授 (釜 山

大学 )な ど 10名 の外 L■ 人ケス トを |ま しめ ,国 内ゲス トと

して ,中根千枝 ,山崎止和 ,石丼米雄 ,米山俊 貞,中村

光男 ,宇 FFl・ 重昭 ,有賀 貞 ,松本三FF,小 日英郎 ,猪同

孝の各氏 らが参加 され ,東外 大地域研究

'「

究rス タ ンフ

(宮 川 透 ,山之内靖 ,小浪  FL,中村 平治 ら)と 討論

を重ね ます。当 シンポ ジウムは公開ですので ,参加御希

望の方は下記 に御連絡 下さい。

〒 114東 京都北区西ケ原 4-う 1-21

東京外L語大学国際関係論研究室

国際 シンポ ジウム実 行委員会

(実行委員長・ 中鳴嶺雄 |

Tel(03)917-61111ヽ 線 511

くお詫びと訂正>
『ニューズレター』No39の 「研究分科会の近況」の政

策決定分科会の中に脱落がありましたのでお詫び申し上

げますとともに,下線部を加えてくださいますようお願

いいたします。

P6.左段 4行日 日米・韓米の貿易摩擦を関連させ

て分析することの意義を積極的に評価しつつ ,「 レ

ジーム概念」の必要性について,疑間を呈した。

編 集 後 記
初秋の『ニューズレター』をお届けいたします。今回

は,BISAへ の学会推薦論文を執筆された野村昭夫会

員に巻頭言をお願いいたしました。掲載 原稿が少なかっ

たために今回は4頁刷 りにしましたが,次号は増頁の予

定です。ご寄稿をお待ち申しあげております。

(文責・井尻)

<ニ ューズレター委員会>
中嶋嶺雄(主),宇佐美滋(副 ),伊豆見元 ,

井尻秀憲,河原地英武,矢島文絵(編集事務)
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